
消 防 費
農 林 水 産 業 費
議 会 費
労 働 費
災 害 復 旧 費

44億6,733万円（3.0％）
27億9,422万円（1.8％）
   7億6,550万円（0.5％）
   2億4,625万円（0.2％）

3,703万円（0.0％）

県 支 出 金
繰 越 金
使用料及び手数料
繰 入 金
地方消費税交付金
分担金及び負担金
地 方 譲 与 税
地方特例交付金
財 産 収 入
そ の 他

86億6,042万円（5.6％）
63億9,618万円（4.1％）
50億   992万円（3.2％）
41億8,437万円（2.7％）
36億   329万円（2.3％）
18億1,861万円（1.2％）
14億8,370万円（1.0％）
   6億6,608万円（0.4％）
   4億7,255万円（0.3％）
11億2,200万円（0.7％）

歳入の「その他」は、利子割交付金、配当
割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴ
ルフ場利用税交付金、自動車取得税交付
金、国有提供施設等所在市町村助成交
付金、交通安全対策特別交付金、寄附金
です。

歳　入
1,551億6,842万円

市　税
567億7,105万円
（36.6％）

諸収入
272億5,098万円
（17.6％）

国庫支出金
148億9,770万円

（9.6％）

地方交付税
111億8,617万円

（7.2％）

市　債
116億4,540万円

（7.5％）

歳　出
1,516億7,888万円

民生費
353億4,093万円
（23.3％）

教育費
206億8,433万円
（13.6％）

土木費
211億1,589万円
（13.9％）

商工費
221億6,706万円
（14.6％）

総務費
213億8,689万円
（14.1％）

公債費
128億4,949万円

（8.5％）

衛生費
98億2,396万円
（6.5％）
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国民健康
保険事業 介護保険 牛伏ドリーム

センター事業
後　　期
高齢者医療 老人保健 簡易水道

事 業 等
農業集落
排水事業

駐車場
事　業

土地取得
事　　業

収入済額 360億
4,986万円

213億
2,129万円

1億
1,925万円

31億
4,891万円

4億
  575万円

1億
6,609万円

1億
9,886万円

5億
2,446万円

20億
8,181万円

支出済額 347億
9,722万円

210億
5,849万円

1億
  520万円

31億
2,694万円

3億
5,758万円

1億
5,020万円

1億
9,681万円

5億
2,445万円

20億
8,181万円

平
成
21
年
度
の
各
会
計
決
算
が
、
監
査
委
員
の
審
査
を
経
て
、
平
成
22
年
第
4
回
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

本
市
の
一
般
会
計
の
歳
入
は
1
5
5
1
億
6
8
4
2
万
円
、
歳
出
は
1
5
1
6
億
7
8
8
8
万
円
で
す
。

各
会
計
別
の
決
算
は
グ
ラ
フ
と
表
の
と
お
り
で
す
（
金
額
は
端
数
処
理
を
し
、
万
円
単
位
に
し
て
い
ま
す
）。

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
課
（
☎
3
2
1
・
1
2
1
4
）
へ
。

一
般
会
計
は
、
歳
入
1
5
5
1
億
円
、
歳
出
1
5
1
6
億
円
。

会計名

区分

一般会計

収入済額1,551億6,842万円 （A）
支出済額1,516億7,888万円 （B）
差引額（A）－（B）＝34億8,954万円
※差引額のうち、21億円は財政調整
基金へ積み立て、残りは繰越金とし
ます。

人口　374,607人
世帯　151,297世帯
平成22年3月31日現在（外国人含む）

1人あたり1人あたり
404,901円404,901円

1世帯あたり1世帯あたり
1,002,524円1,002,524円

市民1人あたりと市民1人あたりと
1世帯あたりの歳出1世帯あたりの歳出

お
知
ら
せ
し
ま
す
。
平
成
21
年
度
の
決
算

平成21年度決算

特別 会計

一般 会計
高崎市決算

高崎市決算

健
全
化
判
断
比
率
と

資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　

本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金

不
足
比
率
を
算
定
し
た
結
果
、
い
ず

れ
の
指
標
に
お
い
て
も
、
早
期
健
全

化
団
体
や
財
政
再
生
団
体
と
な
る
基

準
値
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
本
市
の
財
政
状

況
は
健
全
な
状
態
に
あ
り
ま
す
が
、

よ
り
一
層
の
財
政
健
全
化
を
進
め
て

い
き
ま
す
。

　

指
標
ご
と
の
数
値
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
的
な
赤
字

額
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
、

ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示

す
指
標
で
す
。

　

一
般
会
計
と
土
地
取
得
事
業
特
別

会
計
の
収
支
決
算
額
は
黒
字
の
た

め
、
該
当
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
公
営
企

業
会
計
す
べ
て
の
会
計
の
実
質
的
な

赤
字
額
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し

て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か

を
示
す
指
標
で
す
。

　

一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
を
は
じ
め
と
し
た
特
別
会

計
、
水
道
事
業
を
は
じ
め
と
し
た
公

営
企
業
会
計
す
べ
て
で
収
支
決
算
額

は
黒
字
の
た
め
、
該
当
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
的
な
借
入

金
の
返
済
額
が
、
標
準
的
な
収
入
に

対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な

る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

早
期
健
全
化
基
準
の
25
％
を
大
き

く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
る

べ
き
実
質
的
な
負
債（
一
般
会
計
の

借
入
金
や
土
地
開
発
公
社
の
負
債
な

ど
）の
残
高
が
、
標
準
的
な
収
入
に

対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な

る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

早
期
健
全
化
基
準
の
3
5
0
％
を

大
き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

各
公
営
企
業
の
資
金
不
足
額
が
、事

業
の
規
模
に
対
し
て
、ど
の
く
ら
い
の

割
合
に
な
る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

対
象
に
な
る
水
道
事
業
会
計
、公

共
下
水
道
事
業
会
計
、牛
伏
ド
リ
ー

ム
セ
ン
タ
ー
事
業
特
別
会
計
、簡
易

水
道
事
業
等
特
別
会
計
、農
業
集
落

排
水
事
業
特
別
会
計
と
も
に
、資
金

不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
。

健
全
な
本
市
の
財
政
状
況

指　　　標 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 赤字なし 11.25 20.00
連結実質赤字比率 赤字なし 16.25 40.00
実質公債費比率    9.8 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 94.4 350.00

■ 健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

特別会計などの名称 資金不足比率 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 資金不足なし

20.00
公 共 下 水 道 事 業 会 計 資金不足なし
牛伏ドリームセンター事業特別会計 資金不足なし
簡易水道事業等特別会計 資金不足なし
農業集落排水事業特別会計 資金不足なし

■ 資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

市
は
、
平
成
21
年
度
の
決
算
を
基
に
、「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
（
財

政
健
全
化
法
）」
の
規
定
に
よ
る
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
課
（
☎
3
2
1
・
1
2
1
4
）
へ
。

財政健全化法とは

高崎市等広域市町村圏振興整備組合の農業共済事業会計においても、資
金の不足額は発生していません。

　財政健全化法は、平成19年6月、地方公共団
体の財政を適正に運営することを目的に公布さ
れました。すべての地方公共団体は、毎年度、
健全化判断比率と資金不足比率を監査委員の審
査を受けた上で議会に報告し、住民に公表する
ことが義務付けられています。
　健全化判断比率の4つの指標（実質赤字比率、
連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担
比率）のうち、どれか1つでも早期健全化基準を
超えると「早期健全化団体」に、財政再生基準
を超えると「財政再生団体」になります。それ
ぞれ、早期健全化計画、財政再生計画を策定し、
早急に財政改善に取り組まなければなりません。
　公営企業は、各事業ごとに資金不足比率を
チェックします。経営健全化基準を超えると、
経営健全化団体となり、経営健全化計画を策定
しなければなりません。

平成21年度  本市の財政状況

実
質
赤
字
比
率
＝

　
　
　

   　
　

赤
字
な
し

実
質
公
債
費
比
率
＝

　

 　
　

  　
　

9
・
8
％

資
金
不
足
比
率
＝

　
　
　

   

資
金
不
足
な
し

連
結
実
質
赤
字
比
率
＝

　
　
　
　

   　

赤
字
な
し

将
来
負
担
比
率
＝

　
　
　
　

      

94
・
4
％

決
算
に
基
づ
く
財
政
状
況
の
指
標


